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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の時間間隔で所定の検知エリアに向けて電磁波を送信する送信手段（Ｒａ）と、
　送信手段（Ｒａ）が送信した電磁波が物体に反射された反射波を受信する受信手段（Ｒ
ｂ）と、
　前記受信手段（Ｒｂ）により受信された反射波のうち検知閾値以上の反射レベルを有す
る反射波に基づいて物体を検知する物体検知手段（Ｍ１）と、
　前記物体検知手段（Ｍ１）の検知結果に基づいて自車および物体の相対関係を算出する
相対関係算出手段（Ｍ２）と、
　前記相対関係算出手段（Ｍ２）により前回算出された相対関係に基づいて今回の相対関
係を予測する相対関係予測手段（Ｍ３）と、
　前記相対関係予測手段（Ｍ３）により今回予測された相対関係を前記相対関係算出手段
（Ｍ２）により今回算出された相対関係と比較することで、前回検知された物体および今
回検知された物体が同一物体であることを判定する同一性判定手段（Ｍ４）と、
　前記同一性判定手段（Ｍ４）により同一物体であると判定された回数が所定回数に達し
た物体を制御対象物体であると認識する制御対象物体認識手段（Ｍ５）と、
　前記制御対象物体認識手段（Ｍ５）により前回まで制御対象であると認識されていた物
体が、今回制御対象であると認識されなくなったとき、前記相対関係予測手段（Ｍ３）に
より予測された物体を実際に検知されたものと見なして所定回数を限度に外挿する外挿手
段（Ｍ６）と、



(2) JP 4385065 B2 2009.12.16

10

20

30

40

50

　前記相対関係に基づいて前記車両を制御するとともに、制御対象物体であると認識され
た物体が実際に検知されている物体か外挿された物体かに応じて該制御の内容を変更する
車両制御手段（Ｍ９）とを備えた車両用物体検知装置において、
　前記制御対象であると認識された物体が静止物であるか否かを判定する静止物判定手段
（Ｍ７）と、
　前記静止物が複数存在する場合に該複数の静止物が略等間隔で連続する連続性を判定す
る連続性判定手段（Ｍ８）とを備え、
　前記外挿手段（Ｍ６）は、前記静止物の連続性があると判定された場合には、実際に検
知された該静止物を外挿物体とするとともに、前記車両制御手段（Ｍ９）は、前記外挿物
体に対する車両制御を前記実際に検知されている物体に対する車両制御よりも弱くするこ
とを特徴とする車両用物体検知装置。
【請求項２】
　所定の時間間隔で所定の検知エリアに向けて電磁波を送信する送信手段（Ｒａ）と、
　送信手段（Ｒａ）が送信した電磁波が物体に反射された反射波を受信する受信手段（Ｒ
ｂ）と、
　前記受信手段（Ｒｂ）により受信された反射波のうち検知閾値以上の反射レベルを有す
る反射波に基づいて物体を検知する物体検知手段（Ｍ１）と、
　前記物体検知手段（Ｍ１）の検知結果に基づいて自車および物体の相対関係を算出する
相対関係算出手段（Ｍ２）と、
　前記相対関係算出手段（Ｍ２）により前回算出された相対関係に基づいて今回の相対関
係を予測する相対関係予測手段（Ｍ３）と、
　前記相対関係予測手段（Ｍ３）により今回予測された相対関係を前記相対関係算出手段
（Ｍ２）により今回算出された相対関係と比較することで、前回検知された物体および今
回検知された物体が同一物体であることを判定する同一性判定手段（Ｍ４）と、
　前記同一性判定手段（Ｍ４）により同一物体であると判定された回数が所定回数に達し
た物体を制御対象物体であると認識する制御対象物体認識手段（Ｍ５）と、
　前記制御対象物体認識手段（Ｍ５）により前回まで制御対象であると認識されていた物
体が、今回制御対象であると認識されなくなったとき、前記相対関係予測手段（Ｍ３）に
より予測された物体を実際に検知されたものと見なして所定回数を限度に外挿する外挿手
段（Ｍ６）と、
　前記相対関係に基づいて前記車両を制御するとともに、制御対象物体であると認識され
た物体が実際に検知されている物体か外挿された物体かに応じて該制御を行うタイミング
を変更する車両制御手段（Ｍ９）とを備えた車両用物体検知装置において、
　前記制御対象であると認識された物体が静止物であるか否かを判定する静止物判定手段
（Ｍ７）と、
　前記静止物が複数存在する場合に該複数の静止物が略等間隔で連続する連続性を判定す
る連続性判定手段（Ｍ８）とを備え、
　前記外挿手段（Ｍ６）は、前記静止物の連続性があると判定された場合には、実際に検
知された該静止物を外挿物体とするとともに、前記車両制御手段（Ｍ９）は、前記外挿物
体に対する車両制御を前記実際に検知されている物体に対する車両制御よりも行われにく
くすることを特徴とする車両用物体検知装置。
【請求項３】
　所定の時間間隔で所定の検知エリアに向けて電磁波を送信する送信手段（Ｒａ）と、
　送信手段（Ｒａ）が送信した電磁波が物体に反射された反射波を受信する受信手段（Ｒ
ｂ）と、
　前記受信手段（Ｒｂ）により受信された反射波のうち検知閾値以上の反射レベルを有す
る反射波に基づいて物体を検知する物体検知手段（Ｍ１）と、
　前記物体検知手段（Ｍ１）の検知結果に基づいて自車および物体の相対関係を算出する
相対関係算出手段（Ｍ２）と、
　前記相対関係算出手段（Ｍ２）により前回算出された相対関係に基づいて今回の相対関
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係を予測する相対関係予測手段（Ｍ３）と、
　前記相対関係予測手段（Ｍ３）により今回予測された相対関係を前記相対関係算出手段
（Ｍ２）により今回算出された相対関係と比較することで、前回検知された物体および今
回検知された物体が同一物体であることを判定する同一性判定手段（Ｍ４）と、
　前記同一性判定手段（Ｍ４）により同一物体であると判定された回数が所定回数に達し
た物体を制御対象物体であると認識する制御対象物体認識手段（Ｍ５）と、
　前記制御対象物体認識手段（Ｍ５）により前回まで制御対象であると認識されていた物
体が、今回制御対象であると認識されなくなったとき、前記相対関係予測手段（Ｍ３）に
より予測された物体を実際に検知されたものと見なして所定回数を限度に外挿する外挿手
段（Ｍ６）とを備えた車両用物体検知装置において、
　前記制御対象であると認識された物体が静止物であるか否かを判定する静止物判定手段
（Ｍ７）と、
　前記静止物が複数存在する場合に該複数の静止物が略等間隔で連続する連続性を判定す
る連続性判定手段（Ｍ８）とを備え、
　前記外挿手段（Ｍ６）は、前記静止物の連続性があると判定された場合には、検知され
ていた物体が検知されなくなって外挿物体となったときに、その外挿回数を減少させるこ
とを特徴とする車両用物体検知装置。
【請求項４】
　前記連続性判定手段（Ｍ８）は、
　前記静止物判定手段（Ｍ７）により判定された複数の静止物について、基準物体を設定
する基準物体設定手段（ｍ１）と、
　前記基準物体からの自車幅方向の距離が所定距離以内の物体を第１近接物体として判定
する第１近接物体判定手段（ｍ２）と、
　前記基準物体と前記第１近接物体との距離および該基準物体に対する該第１近接物体の
方向を算出する位置関係算出手段（ｍ３）と、
　前記位置関係算出手段（ｍ３）により算出した距離および方向に基づいて前記第１近接
物体に近接する第２近接物体が存在すると予測される予測位置を設定する予測位置設定手
段（ｍ４）と、
　前記予測位置に基づいて設定される所定範囲内に存在する物体のうち、最も予測位置に
近い物体を第２近接物体として判定する第２近接物体判定手段（ｍ５）とを備え、
　前記第２近接物体が判定された場合に前記基準物体、前記第１近接物体および前記第２
近接物体は連続性があると判定することを特徴とする、請求項１～請求項３の何れか１項
に記載の車両用物体検知装置。
【請求項５】
　前記所定範囲は、前記基準物体と前記第１近接物体との距離に応じて設定されることを
特徴とする、請求項４に記載の車両用物体検知装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、送信手段により送信されて受信手段により受信された反射波のうち検知閾値
以上の反射レベルを有する反射波に基づいて物体を検知し、更にその物体のうちから自車
の制御対象となる物体を検知する車両用物体検知装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　レーダー装置で検知していた障害物が一時的に検知されなくなったとき、記憶手段に記
憶されているそれ以前の障害物の情報に基づいて、それ以後の障害物の情報を所定時間の
間推測し、推測した情報に基づいて自車が障害物に接触する可能性を判断するものが、下
記特許文献１により公知である。
【０００３】
　また本出願人の出願に係る特願２００６－２１１８３９号（平成１８年８月３日出願）
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の第２実施例には、自車前方に存在する潜り抜け可能な低いゲートや先行車等の停止物に
対する衝突を回避するために自動減速や警報を行うものにおいて、ターゲットである停止
物が検知されなくなったときに、それ以後５回に亘って外挿処理（検知されなくなったタ
ーゲットの将来の位置等を予測し、検知されているものとして処理すること）を行うこと
により、ターゲットが一時的に検知不能になった場合でも衝突を回避するための自動減速
や警報が支障なく行えるようにしたものが提案されている。
【特許文献１】特開平６－１７４８４７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　次に、図３～図１３に基づいて、上記従来の外挿処理を行った場合に発生する問題点を
説明する。図３～図１３において、上段の（Ａ）は従来例を示し、下段の（Ｂ）は実施の
形態を示している。
【０００５】
　想定した状況は、天井に停止物である照明灯が一定間隔で設けられているトンネル内を
自車が先行車に追従して走行しており、自車に設けたレーダー装置で検知した先行車との
相対距離が所定値未満に接近すると、自車を自動制動したり運転者に警報を発したりして
接触を回避するようになっている。レーダー装置は前方側ほど左右幅が広がる検知領域（
斜線の領域）を有しており、その検知領域のうちの自車に最も近い部分に実データおよび
外挿データの停止物に対するシステム作動領域Ｒ２であり、その前方に実データの停止物
に対するシステム作動領域Ｒ１が設定される。
【０００６】
　実データとは、レーダー装置により実際に検知されたデータであり、外挿データとは、
レーダー装置が一時的に物体をロストしたときに、システムの作動が中断されるのを防止
すべく、過去の実データから予測して挿入される仮想的な物体のデータである。従来例で
は、外挿データは最大５回まで外挿され、５回の外挿の後にも実データに引き継がれない
場合には、その時点で消滅する。従って、外挿データが存在すれば、実データだけでなく
外挿データに基づく自動制動や警報等の車両制御が実行される。
【０００７】
　図３（Ａ）～図１３（Ａ）の例では、レーダー装置の斜線で示す検知領域に照明灯が入
っていれば、その照明灯は実データ（黒い六角形参照）となり、自車の走行に伴って照明
灯が検知領域の後方に外れれば外挿データ（白い六角形参照）となり、前回までに５個外
挿すれば今回は外挿を行わず、データ（破線で示す六角形参照）は消滅する。
【０００８】
　レーダー装置は先行車も検知しており、移動物である先行車に対する自動制動や警報等
の車両制御が実行されことは勿論である。この移動物に対する車両制御は、停止物を対象
とする本願発明とは直接関係がないため、詳細は省略する。
【０００９】
　図３（Ａ）～図１２（Ａ）は時間の経過に応じたタイム１～タイム１０にそれぞれ対応
しており、照明灯には手前側から向こう側に向かって１番～１０番の連続番号が付してあ
る。
【００１０】
　図３（Ａ）に示すタイム１では、４番以降の照明灯がレーダー装置の検知領域に入って
いて実データ（黒い六角形）になっており、２番および３番の照明灯が外挿データ（白い
六角形）になっている。図３（Ａ）および図１３（Ａ）を併せて参照すると明らかなよう
に、実データの停止物に対するシステム作動領域Ｒ１には実データが存在しないが、実デ
ータおよび外挿データの停止物に対するシステム作動領域Ｒ２には３番照明灯の外挿デー
タが存在するため、その３番照明灯を制御対象として自動制動や警報等の不要な車両制御
が実行されてしまう。
【００１１】
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　図４（Ａ）に示すタイム２および図５（Ａ）に示すタイム３では、４番照明灯が実デー
タの停止物に対するシステム作動領域Ｒ１に存在するため、その４番照明灯を制御対象と
して自動制動や警報等の不要な車両制御が実行されてしまう。
【００１２】
　図６（Ａ）に示すタイム４および図７（Ａ）に示すタイム５では、４番照明灯の実デー
タが実データの停止物に対するシステム作動領域Ｒ１に存在し、かつ３番照明灯の外挿デ
ータが実データおよび外挿データの停止物に対するシステム作動領域Ｒ２に存在するため
、その３番、４番照明灯を制御対象として自動制動や警報等の不要な車両制御が実行され
てしまう。
【００１３】
　図８（Ａ）に示すタイム６では、４番照明灯の実データが実データの停止物に対するシ
ステム作動領域Ｒ１に存在するため、その４番照明灯を制御対象として自動制動や警報等
の不要な車両制御が実行されてしまう。
【００１４】
　図９（Ａ）に示すタイム７および図１０（Ａ）に示すタイム８では、実データの停止物
に対するシステム作動領域Ｒ１に実データが存在せず、実データおよび外挿データの停止
物に対するシステム作動領域Ｒ２に実データも外挿データも存在しないため、車両制御は
実行されない。
【００１５】
　図１１（Ａ）に示すタイム９および図１２（Ａ）に示すタイム１０では、５番照明灯の
実データが実データの停止物に対するシステム作動領域Ｒ１に存在するため、その５番照
明灯を制御対象として自動制動や警報等の不要な車両制御が実行されてしまう。
【００１６】
　以上のように、外挿回数が５回に設定された従来例では、自車が接触する虞のない照明
灯を制御対象として断続的に不要な車両制御が実行されてしまい、運転者に違和感を与え
る問題があった。
【００１７】
　この問題を解決するには、外挿回数を５回から例えば２回に減らせば良いが、すべての
制御対象に対して外挿回数を減らすと、一時的に制御対象をロストした場合に本来必要な
車両制御が実行されなくなるという新たな問題が発生してしまう可能性がある。
【００１８】
　本発明は前述の事情に鑑みてなされたもので、自車の走行の障害とならない停止物を対
象とする不必要な車両制御が行われるのを防止することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　上記目的を達成するために、請求項１に記載された発明によれば、所定の時間間隔で所
定の検知エリアに向けて電磁波を送信する送信手段と、送信手段が送信した電磁波が物体
に反射された反射波を受信する受信手段と、前記受信手段により受信された反射波のうち
検知閾値以上の反射レベルを有する反射波に基づいて物体を検知する物体検知手段と、前
記物体検知手段の検知結果に基づいて自車および物体の相対関係を算出する相対関係算出
手段と、前記相対関係算出手段により前回算出された相対関係に基づいて今回の相対関係
を予測する相対関係予測手段と、前記相対関係予測手段により今回予測された相対関係を
前記相対関係算出手段により今回算出された相対関係と比較することで、前回検知された
物体および今回検知された物体が同一物体であることを判定する同一性判定手段と、前記
同一性判定手段により同一物体であると判定された回数が所定回数に達した物体を制御対
象物体であると認識する制御対象物体認識手段と、前記制御対象物体認識手段により前回
まで制御対象であると認識されていた物体が、今回制御対象であると認識されなくなった
とき、前記相対関係予測手段により予測された物体を実際に検知されたものと見なして所
定回数を限度に外挿する外挿手段と、前記相対関係に基づいて前記車両を制御するととも
に、制御対象物体であると認識された物体が実際に検知されている物体か外挿された物体
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かに応じて該制御の内容を変更する車両制御手段とを備えた車両用物体検知装置において
、前記制御対象であると認識された物体が静止物であるか否かを判定する静止物判定手段
と、前記静止物が複数存在する場合に該複数の静止物が略等間隔で連続する連続性を判定
する連続性判定手段とを備え、前記外挿手段は、前記静止物の連続性があると判定された
場合には、実際に検知された該静止物を外挿物体とするとともに、前記車両制御手段は、
前記外挿物体に対する車両制御を前記実際に検知されている物体に対する車両制御よりも
弱くすることを特徴とする車両用物体検知装置が提案される。
【００２０】
　また請求項２に記載された発明によれば、所定の時間間隔で所定の検知エリアに向けて
電磁波を送信する送信手段と、送信手段が送信した電磁波が物体に反射された反射波を受
信する受信手段と、前記受信手段により受信された反射波のうち検知閾値以上の反射レベ
ルを有する反射波に基づいて物体を検知する物体検知手段と、前記物体検知手段の検知結
果に基づいて自車および物体の相対関係を算出する相対関係算出手段と、前記相対関係算
出手段により前回算出された相対関係に基づいて今回の相対関係を予測する相対関係予測
手段と、前記相対関係予測手段により今回予測された相対関係を前記相対関係算出手段に
より今回算出された相対関係と比較することで、前回検知された物体および今回検知され
た物体が同一物体であることを判定する同一性判定手段と、前記同一性判定手段により同
一物体であると判定された回数が所定回数に達した物体を制御対象物体であると認識する
制御対象物体認識手段と、前記制御対象物体認識手段により前回まで制御対象であると認
識されていた物体が、今回制御対象であると認識されなくなったとき、前記相対関係予測
手段により予測された物体を実際に検知されたものと見なして所定回数を限度に外挿する
外挿手段と、前記相対関係に基づいて前記車両を制御するとともに、制御対象物体である
と認識された物体が実際に検知されている物体か外挿された物体かに応じて該制御を行う
タイミングを変更する車両制御手段とを備えた車両用物体検知装置において、前記制御対
象であると認識された物体が静止物であるか否かを判定する静止物判定手段と、前記静止
物が複数存在する場合に該複数の静止物が略等間隔で連続する連続性を判定する連続性判
定手段とを備え、前記外挿手段は、前記静止物の連続性があると判定された場合には、実
際に検知された該静止物を外挿物体とするとともに、前記車両制御手段は、前記外挿物体
に対する車両制御を前記実際に検知されている物体に対する車両制御よりも行われにくく
することを特徴とする車両用物体検知装置が提案される。
【００２１】
　また請求項３に記載された発明によれば、所定の時間間隔で所定の検知エリアに向けて
電磁波を送信する送信手段と、送信手段が送信した電磁波が物体に反射された反射波を受
信する受信手段と、前記受信手段により受信された反射波のうち検知閾値以上の反射レベ
ルを有する反射波に基づいて物体を検知する物体検知手段と、前記物体検知手段の検知結
果に基づいて自車および物体の相対関係を算出する相対関係算出手段と、前記相対関係算
出手段により前回算出された相対関係に基づいて今回の相対関係を予測する相対関係予測
手段と、前記相対関係予測手段により今回予測された相対関係を前記相対関係算出手段に
より今回算出された相対関係と比較することで、前回検知された物体および今回検知され
た物体が同一物体であることを判定する同一性判定手段と、前記同一性判定手段により同
一物体であると判定された回数が所定回数に達した物体を制御対象物体であると認識する
制御対象物体認識手段と、前記制御対象物体認識手段により前回まで制御対象であると認
識されていた物体が、今回制御対象であると認識されなくなったとき、前記相対関係予測
手段により予測された物体を実際に検知されたものと見なして所定回数を限度に外挿する
外挿手段とを備えた車両用物体検知装置において、前記制御対象であると認識された物体
が静止物であるか否かを判定する静止物判定手段と、前記静止物が複数存在する場合に該
複数の静止物が略等間隔で連続する連続性を判定する連続性判定手段とを備え、前記外挿
手段は、前記静止物の連続性があると判定された場合には、検知されていた物体が検知さ
れなくなって外挿物体となったときに、その外挿回数を減少させることを特徴とする車両
用物体検知装置が提案される。
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【００２２】
　また請求項４に記載された発明によれば、請求項１～請求項３の何れか１項の構成に加
えて、前記連続性判定手段は、前記静止物判定手段により判定された複数の静止物につい
て、基準物体を設定する基準物体設定手段と、前記基準物体からの自車幅方向の距離が所
定距離以内の物体を第１近接物体として判定する第１近接物体判定手段と、前記基準物体
と前記第１近接物体との距離および該基準物体に対する該第１近接物体の方向を算出する
位置関係算出手段と、前記位置関係算出手段により算出した距離および方向に基づいて前
記第１近接物体に近接する第２近接物体が存在すると予測される予測位置を設定する予測
位置設定手段と、前記予測位置に基づいて設定される所定範囲内に存在する物体のうち、
最も予測位置に近い物体を第２近接物体として判定する第２近接物体判定手段とを備え、
前記第２近接物体が判定された場合に前記基準物体、前記第１近接物体および前記第２近
接物体は連続性があると判定することを特徴とする車両用物体検知装置が提案される。
【００２３】
　また請求項５に記載された発明によれば、請求項４の構成に加えて、前記所定範囲は、
前記基準物体と前記第１近接物体との距離に応じて設定されることを特徴とする車両用物
体検知装置が提案される。
【発明の効果】
【００２４】
　請求項１の構成によれば、制御対象物体認識手段により前回まで制御対象であると認識
されていた物体が、今回制御対象であると認識されなくなったとき、相対関係予測手段に
より予測された物体を実際に検知されたものと見なして外挿手段が所定回数を限度に外挿
するが、その物体が静止物であって、かつ略等間隔で連続する連続性を有する場合には、
実際に検知された静止物を外挿物体とするとともに、その外挿物体に対する車両制御を弱
くするので、トンネルの天井に一定間隔で設けられた照明灯のような静止物が存在する場
合でも、自車が接触する虞のない照明灯のような静止物に対する過剰な車両制御が行われ
るのを防止して運転者の違和感を解消することができる。
【００２５】
　また請求項２の構成によれば、制御対象物体認識手段により前回まで制御対象であると
認識されていた物体が、今回制御対象であると認識されなくなったとき、相対関係予測手
段により予測された物体を実際に検知されたものと見なして外挿手段が所定回数を限度に
外挿するが、その物体が静止物であって、かつ略等間隔で連続する連続性を有する場合に
は、実際に検知された静止物を外挿物体とするとともに、その外挿物体に対する車両制御
のタイミングを遅らせるので、トンネルの天井に一定間隔で設けられた照明灯のような静
止物が存在する場合でも、自車が接触する虞のない照明灯のような静止物に対する過剰な
車両制御が行われるのを防止して運転者の違和感を解消することができる。
【００２６】
　また請求項３の構成によれば、制御対象物体認識手段により前回まで制御対象であると
認識されていた物体が、今回制御対象であると認識されなくなったとき、相対関係予測手
段により予測された物体を実際に検知されたものと見なして外挿手段が所定回数を限度に
外挿する際に、その物体が静止物であって、かつ略等間隔で連続する連続性を有する場合
には、外挿手段が外挿を行う回数の限度を減少させるので、トンネルの天井に一定間隔で
設けられた照明灯のような静止物に対する外挿回数を減らし、自車が接触する虞のない静
止物に対する不必要な車両制御が行われるのを防止して運転者の違和感を解消することが
できる。
【００２７】
　また請求項４の構成によれば、静止物判定手段により判定された複数の静止物について
基準物体設定手段が基準物体を設定し、第１近接物体判定手段が基準物体との位置が最も
近い第１近接物体を判定し、位置関係算出手段が基準物体と第１近接物体との距離および
基準物体に対する第１近接物体の方向を求め、予測位置設定手段が前記距離および方向に
基づいて第１近接物体に近接する第２近接物体が存在すると予測される位置を設定し、第
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２近接物体判定手段が前記予測した位置に最も近い第２近接物体を判定するので、複数の
静止物の連続性を精度良く判定することができる。
【００２８】
　また請求項５の構成によれば、前記所定範囲は、前記基準物体と前記第１近接物体との
距離に応じて設定されることを特徴とする車両用物体検知装置が提案される。
【００２９】
　上記構成によれば、予測位置に基づいて設定される所定範囲を、基準物体と第１の近接
物体との距離に応じて設定したので、距離が遠くなるほど低下する物体検知手段の検知精
度を補償することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３０】
　以下、本発明の実施の形態を添付の図面に基づいて説明する。
【００３１】
　図１～図２２は本発明の実施の形態および従来例を示すもので、図１は車両用物体検知
装置の電子制御ユニットのブロック図、図２は連続性判定手段のブロック図、図３～図１
２は従来例および実施の形態の物体検知の作用説明図、図１３は従来例および実施の形態
の車両制御手段の作動の有無を説明するタイムチャート、図１４～図１８は停止物物連続
性判定の作用説明図、図１９はメインルーチンのフローチャート、図２０は前回ターゲッ
トと引継ぎサブルーチンのフローチャート、図２１は前回ターゲット処理サブルーチンの
フローチャート、図２２は停止物連続性判定サブルーチンのフローチャートである。
【００３２】
　図１に示すように、本実施の形態の車両用物体検知装置は、電磁波を送信する送信手段
Ｒａと、その電磁波が物体に反射された反射波を受信する受信手段Ｒｂとを備えたレーダ
ー装置Ｒで検知した先行車に対して自車が追従走行する際に、自車と先行車との車間距離
が所定値以下になって衝突の可能性が高まる場合や、路上に存在する停止物との衝突が避
けられない場合に、自動制動により自車を制動する衝突防止システムＳと、運転者に自発
的な制動を促す警報ユニットＷとを作動させるようになっている。レーダー装置Ｒ、衝突
防止システムＳおよび警報ユニットＷに接続された電子制御ユニットＵは、物体検知手段
Ｍ１と、相対関係算出手段Ｍ２と、相対関係予測手段Ｍ３と、同一性判定手段Ｍ４と、制
御対象物体認識手段Ｍ５と、外挿手段Ｍ６と、静止物判定手段Ｍ７と、連続性判定手段Ｍ
８と車両制御手段Ｍ９とを備える。
【００３３】
　図２に示すように、前記連続性判定手段Ｍ８は、基準物体設定手段ｍ１と、第１近接物
体判定手段ｍ２と、位置関係算出手段ｍ３と、予測位置設定手段ｍ４と、第２近接物体判
定手段ｍ５とを備える。
【００３４】
　物体検知手段Ｍ１は、レーダー装置Ｒの受信手段Ｒｂが受信した反射波の反射レベルを
所定の検知閾値と比較し、反射レベルが検知閾値以上の物体をだけ検知する。相対関係算
出手段Ｍ２は、物体検知手段Ｍ１での検知結果に基づいて自車および物体の相対位置や相
対速度等の相対関係を算出する。相対関係予測手段Ｍ３は、相対関係算出手段Ｍ２で算出
した今回の相対関係から次回の相対関係を予測する。同一性判定手段Ｍ４は、今回算出さ
れた実際の相対関係と今回予測された推定の相対関係とを比較することで、前回検知され
た物体と今回検知された物体との同一性を判定する。制御対象物体認識手段Ｍ５は、異な
る物体を同一物体であると誤認するのを避けるために、同一性判定手段Ｍ４により所定回
数続けて同一物体であると判定された物体だけを、最終的に制御対象（自動ブレーキや警
報の対象）となる同一物体であると判定する。
【００３５】
　外挿手段Ｍ６は、制御対象物体認識手段Ｍ５が前回まで制御対象であると認識していた
物体が、今回制御対象であると認識されなくなったとき、例えば、物体検知手段Ｍ１が制
御対象をロストしたとき、所定回数（実施の形態では５回）に亘り、ロストした制御対象
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が継続して認識されているものと仮定して、外挿データを過去の制御対象のデータ（相対
位置や相対速度）から推定して外挿する。つまり認識されなくなったデータを、認識され
ているのものと仮定し、外挿データとして出力する。これにより、ノイズ等の影響で制御
対象を一時的に認識できなくなっても、それまでの制御を中断することなく継続すること
ができる。もちろん、認識されなくなった制御対象が再び認識され、かつ再び認識された
制御対象と外挿データとの同一性が確認されれば、外挿データは再び実データに引き継が
れる。
【００３６】
　外挿手段Ｍ６による外挿処理の通常の最大回数は５回であり、５回の外挿処理を行った
後も実データに引き継がれない場合、例えば、制御対象が進路を変更して自車の前方から
いなくなったような場合には、５回の外挿処理の後に外挿データは消滅する。また外挿処
理の最大回数は通常は５回であるが、以下の条件が整うと外挿処理の最大回数は２回に減
少する。
【００３７】
　その条件は、制御対象がトンネルの天井の照明灯のような、一定の間隔で連続する静止
物である場合である。従って、静止物判定手段Ｍ７が制御対象を静止物であると判定し、
かつ連続性判定手段Ｍ８が前記静止物が一定の間隔で連続していると判定すると、外挿手
段Ｍ６が最大外挿回数を５回から２回に減少させる。
【００３８】
　そして車両制御手段Ｍ９は、制御対象の実データあるいは外挿データが自車前方の第１
システム作動領域Ｒ１あるいは第２システム作動領域Ｒ２に入ると、その制御対象に自車
が衝突しないように衝突防止システムＳや警報ユニットＷの作動を制御する。
【００３９】
　つまり、従来例では、停止物をロストした場合に、外挿データを５回まで挿入している
が、本実施の形態では、連続する停止物は検知中でも外挿データとし続け、実際にロスト
した後の外挿データの挿入回数を最大２回に制限し、不必要な自動制動や警報が実行され
て運転者に違和感を与えるのを防止する。
【００４０】
　次に、実施の形態の作用を図１９～図２２のフローチャートに基づいて更に詳細に説明
する。
【００４１】
　図１９のメインフローのステップＳ１で車速やヨーレート等の車両データを入手し、ス
テップＳ２でレーダー装置Ｒで検知したターゲットの反射レベル、距離、左右位置、相対
速を算出し、それを今回ターゲットメモリに記憶する。続くステップＳ３で後述する前回
ターゲットと引継ぎサブフローを実行し、更にステップＳ４で後述する前回ターゲット処
理サブフローを実行する。
【００４２】
　続くステップＳ５で今回ターゲットメモリに記憶された、出力フラグ＝１（衝突防止シ
ステムＳによる制御対象）のターゲットを電子制御ユニットＵに出力する。このとき、外
挿カウンタ値も出力する。続くステップＳ６で今回ターゲットメモリのデータを前回ター
ゲットメモリに移動し、ステップＳ７で車両情報とレーダ検知ターゲットデータとから衝
突予測を行う。その結果、ステップＳ８で衝突の可能性があるターゲットが存在し、かつ
ステップＳ９で衝突の可能性があるターゲットが移動物であれば、ステップＳ１０でフル
アシスト制御を実行する。
【００４３】
　一方、前記ステップＳ９で衝突の可能性があるターゲットが停止物であり、かつステッ
プＳ１１で前記ターゲットの外挿カウンタのカウント値が０であれば、つまり外挿データ
でなければ、前記ステップＳ１０でフルアシスト制御を実行する。また前記ステップＳ１
１で前記ターゲットの外挿カウンタのカウント値が０でなければ、つまり外挿データであ
り、かつステップＳ１２で外挿ターゲットの作動エリア（実データおよび外挿データの停
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止物に対するシステム作動領域Ｒ２）内にあれば、１／２アシスト制御を実行する。一方
、前記ステップＳ１２で外挿ターゲットの作動エリア（実データおよび外挿データの停止
物に対するシステム作動領域Ｒ２）内になければ、アシストを実行せずにリターンする。
【００４４】
　このように、電子制御ユニットＵの処理で、外挿データも車両制御の対象とするが、外
挿データの場合に１／２アシスト制御とすることで、実データに比べて精度が低い外挿デ
ータに応じた車両制御を実行することができる。１／２アシスト制御とは、車両制御の強
さをフルアシスト制御よりも弱めることを意味しており、例えば、自動制動を行う場合に
は、その制動力の減速度をフルアシスト時よりも低く設定したり、フルアシスト時に自動
制動および警報を併用する場合には、自動制動を行わずに警報のみを行うことに相当する
。
【００４５】
　図２０は図１９のフローチャートのステップＳ３（前回ターゲットと引継ぎサブフロー
）の内容を示すものである。
【００４６】
　先ずステップＳ２１で今回ターゲットを今回ターゲットメモリから呼び出し、ステップ
Ｓ２２で前回ターゲットと引継ぎを確認する。この引継ぎは、自車位置に対する前回ター
ゲットの相対位置を基準とし、それに前回ターゲットの相対速度を考慮して今回ターゲッ
トの相対位置を推定し、その推定位置の近傍に今回ターゲットが存在すれば、今回ターゲ
ットが前回ターゲットと同一物であると推定され、この処理が所定回数連続した場合に両
ターゲットが同一物であるとして引継がれる。
【００４７】
　続くステップＳ２３で今回ターゲットが前回ターゲットを引継いだ同一物である場合、
ステップＳ２４で出力フラグ＝１にセットする。そしてステップＳ２５でそのターゲット
が停止物であるか移動物であるかを判断する。具体的には、「自車速」＋「相対速」が－
１０ｋｍから１０ｋｍの範囲にあれば、つまりターゲットが「自車速」±１０ｋｍの速度
で自車に接近していれば、そのターゲットが停止物であると判断し、ステップＳ２６で停
止物メモリに記憶する。
【００４８】
　前記ステップＳ２３で今回ターゲットが前回ターゲットを引継いだ同一物でない場合、
ステップＳ２７で外挿カウンタ＝０にセットし、ステップＳ２８で出力フラグ＝０にセッ
トしてステップＳ２９に移行する。また前記ステップＳ２５でターゲットが移動物である
場合にも、ステップＳ２９に移行する。そしてステップＳ２９で全ての今回ターゲットを
呼び出すまで、前記ステップＳ２１～ステップＳ２８を繰り返す。前記ステップＳ２９で
全ての今回ターゲットを呼び出すと、ステップＳ３０で停止物連続性判定サブフローを実
行する。
【００４９】
　図２２のフローチャートは、図２０のフローチャートのステップＳ３０のサブルーチン
（停止物連続性判定サブフロー）の内容を示すものである。以下、連続性判定手段Ｍ８に
よる連続する停止物の判定手法を、図１４～図１８に基づいて説明する。
【００５０】
　図１４（Ａ），（Ｂ）に示すように、停止物ターゲットメモリから自車に一番目に近い
照明灯である第１ターゲットを呼出し（ステップＳ６０）、第１ターゲットを通り、自車
の進行方向と平行に直線を引き、第１ターゲットから距離２０ｍ以内で、前記直線から左
右方向に最も近い第２ターゲットを選択する（ステップＳ６１）。前記２０ｍの距離は、
等間隔で配置された照明灯の配置間隔よりも大きく設定されている。この例では左右方向
距離がａ，ｂ，ｃの三つのターゲットが示されているが、そのうちで左右方向距離が最も
前記直線に近いｃのターゲットが第２ターゲットとして選択される。
【００５１】
　続いて図１５（Ｃ）に示すように、第１ターゲットから第２ターゲットに第１ベクトル
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を引いた後（ステップＳ６２）、図１５（Ｄ）に示すように、第２ターゲットが起点にな
るように第１ベクトルを移動し、図１５（Ｅ）に示すように、移動した第１ベクトルの終
点に最も近い第３ターゲットを選択する（ステップＳ６３）。このとき、前記第１ベクト
ルの終点を基準にして前後左右±２ｍの４ｍ×４ｍの領域に第３ターゲットが存在するか
否か判定する。この場合、前記領域にターゲットに存在しないため（ステップＳ６４でＮ
Ｏ）、図１５（Ｆ）に示すように、図１４（Ｂ）の処理に戻って前記直線から左右方向に
２番目に近いターゲットを新たに第２ターゲットとして選択する（ステップＳ６５）。
【００５２】
　続いて図１６（Ｇ）に示すように、第１ターゲットから新たな第２ターゲットに第１ベ
クトルを引いた後（ステップＳ６６）、図１６（Ｈ）に示すように、第２ターゲットが起
点になるように第１ベクトルを移動し、図１６（Ｉ）に示すように、移動した第１ベクト
ルの終点に最も近い第３ターゲットを選択する（ステップＳ６７）。このとき、前記第１
ベクトルの終点を基準にして前後左右±２ｍの４ｍ×４ｍの領域に第３ターゲットが存在
するか否か判定する。この場合、前記領域にターゲットに存在するため（ステップＳ６８
でＹＥＳ）、図１６（Ｊ）で、第２ターゲットから第３ターゲットに第２ベクトルを引き
（ステップＳ６９，Ｓ７０）、図１７（Ｋ）で第３ターゲットを起点にして連続性が取れ
なくなるまで、前記（８）および（９）の処理を繰り返す（ステップＳ７０～Ｓ７３）。
【００５３】
　その結果、本実施の形態では、図１７（Ｌ）に示すように、５個のターゲット（照明灯
）の連続性が取れ、そのターゲットの外挿フラグを通常の０から３に変更して今回メモリ
に移動して停止物メモリから削除する（ステップＳ７４，Ｓ７５）。そして図１７（Ｍ）
に示すように、残ったターゲット（ガードレールのポール）に対して（２）～（１０）の
処理を実施し、図１７（Ｎ）に示すように、連続性が取れた４個のターゲットの外挿フラ
グを通常の０から３に変更して今回メモリに移動して停止物メモリから削除する。図１８
（Ｏ）に示すように、連続性が取れなくなるまで（２）～（１３）の処理を繰り返し、こ
の例では残ったターゲット（消火栓）が１個になって判定が終了する（ステップＳ７７）
。
【００５４】
　尚、前記ステップＳ６８で第１ベクトルの終点を基準にして前後左右±２ｍの４ｍ×４
ｍの領域に第３ターゲットが存在しない場合には、ステップＳ７６で第１ターゲットを停
止物メモリから今回ターゲットメモリにフラグの状態と共に移動し、停止物メモリから消
去する。
【００５５】
　しかして、図１７（Ｐ）に示すように、停止物のうち、連続物である照明灯およびガー
ドレールのポールが外挿カウンタ＝３となり、単独物である消火栓は外挿カウンタ＝０の
ままとなる。
【００５６】
　上述した連続性判定手段Ｍ８の作用を纏めると、静止物判定手段Ｍ７により判定された
複数の静止物から基準物体設定手段ｍ１が第１ターゲット（基準物体）を設定すると、第
１近接物体判定手段ｍ２が前記基準物体からの自車幅方向の距離が所定距離以内の物体を
第２ターゲット（第１近接物体）として判定する。続いて位置関係算出手段ｍ３が第１第
１ターゲットから第２ターゲットへのベクトルを算出し、予測位置設定手段ｍ４が前記ベ
クトルに基づいて第２ターゲットに連続する第３ターゲットが存在すると予測される予測
位置を設定すると、第２近接物体判定手段ｍ５が前記予測位置に基づいて設定される所定
範囲内に存在する物体のうち、最も予測位置に近い物体を第３ターゲットとして判定する
。このようにして第３ターゲットが判定された場合に前記第１～第３ターゲットは連続性
があると判定することができる。
【００５７】
　上述した連続性判定手段Ｍ８により、直線路だけでなくカーブ路においても停止物の連
続性判定が可能になるだけでなく、照明灯やガードレールのポールのような異なる停止物
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が連続していても、それらを混同することなく識別して連続性を判定することができ、し
かも単独物を連続物と誤判定することがない。
【００５８】
　図２１は図１９のフローチャートのステップＳ４（前回ターゲット処理サブフロー）の
内容を示すものである。
【００５９】
　先ずステップＳ４１で前回ターゲットを前回ターゲットメモリから呼び出し、ステップ
Ｓ４２で前記呼び出した前回ターゲットが今回ターゲットに引継いだターゲットでなけれ
ば、つまり外挿されたターゲットである場合には、ステップＳ４３で外挿カウンタを１イ
ンクリメントする。ステップＳ４４で外挿カウンタのカウント値が５未満であれば、ステ
ップＳ４５で前回データから今回データを予測し、つまりターゲットの前回位置から今回
位置を予測し、ステップＳ４６でそのターゲットが衝突防止システムＳの制御対象になる
ように出力フラグを＝１にセットする。続くステップＳ４７で予測した今回データを今回
ターゲットデータに記憶するとともに、外挿カウンタのカウント値も記憶する。
【００６０】
　前記ステップＳ４２で前記呼び出した前回ターゲットが今回ターゲットに引継いだター
ゲットである場合と、前記ステップＳ４４で外挿カウンタのカウント値が６を超えた場合
と、前記ステップＳ４７を通過した場合とには、ステップＳ４８で全ての前回ターゲット
を呼び出すまで、前記ステップＳ４１～ステップＳ４７を繰り返す。
【００６１】
　以上のように、トンネルの天井の照明灯のような一定間隔で連続する停止物は、図２２
のフローチャートのステップＳ７４で外挿カウンタが強制的に３にセットされるので、通
常の５回に比べて少ない２回の外挿で外挿カウンタ＝５になり、それ以上の外挿が行われ
なくなってデータが消滅してしまう。その結果、その外挿データが実データおよび外挿デ
ータの停止物に対するシステム作動領域Ｒ２に存在しなくなり、照明灯を制御対象とする
自動制動や警報等の不要な車両制御が実行されるのを防止することができる。
【００６２】
　これを図３（Ｂ）～図１３（Ｂ）に基づいて説明すると、実データの停止物に対するシ
ステム作動領域Ｒ１には、実データが一切存在せず、実データおよび外挿データの停止物
に対するシステム作動領域Ｒ２には、実データは勿論のこと、外挿データも一切存在しな
くなり、よって照明灯を制御対象として自動制動や警報等の不要な車両制御が実行される
のを防止することができる。
【００６３】
　また連続性の取れた停止物は、実データであっても外挿カウンタ＝３とされて外挿デー
タとなる。このため、ターゲットがシステム作動領域Ｒ１にあってもシステムは作動しな
いため、過剰な車両制御を抑制できるだけでなく、ターゲットがシステム作動領域Ｒ２に
あっても外挿ターゲットとなり、１／２アシストを実行することで車両への影響を少なく
することができる。
【００６４】
　以上、本発明の実施の形態を説明したが、本発明はその要旨を逸脱しない範囲で種々の
設計変更を行うことが可能である。
【００６５】
　例えば、図２２のフローチャートのステップＳ６４，Ｓ６８，Ｓ７２でベクトルの終点
に前後左右±２ｍの領域を設定しているが、前記ベクトルの長さが増加するのに応じて前
記領域を広く設定しても良い。このようにすれば、距離が遠くなるほど低下する物体検知
手段Ｍ１の検知精度を補償することができる。
【００６６】
　また通常の外挿回数および減少した外挿回数は実施の形態に限定されず、任意に設定可
能である。
【図面の簡単な説明】
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【００６７】
【図１】車両用物体検知装置の電子制御ユニットのブロック図
【図２】連続性判定手段のブロック図
【図３】従来例および実施の形態の物体検知の作用説明図（タイム１）
【図４】従来例および実施の形態の物体検知の作用説明図（タイム２）
【図５】従来例および実施の形態の物体検知の作用説明図（タイム３）
【図６】従来例および実施の形態の物体検知の作用説明図（タイム４）
【図７】従来例および実施の形態の物体検知の作用説明図（タイム５）
【図８】従来例および実施の形態の物体検知の作用説明図（タイム６）
【図９】従来例および実施の形態の物体検知の作用説明図（タイム７）
【図１０】従来例および実施の形態の物体検知の作用説明図（タイム８）
【図１１】従来例および実施の形態の物体検知の作用説明図（タイム９）
【図１２】従来例および実施の形態の物体検知の作用説明図（タイム１０）
【図１３】従来例および実施の形態の車両制御手段の作動の有無を説明するタイムチャー
ト
【図１４】停止物連続性判定の作用説明図（その１）
【図１５】停止物連続性判定の作用説明図（その２）
【図１６】停止物連続性判定の作用説明図（その３）
【図１７】停止物連続性判定の作用説明図（その４）
【図１８】停止物連続性判定の作用説明図（その５）
【図１９】メインルーチンのフローチャート
【図２０】前回ターゲットと引継ぎサブルーチンのフローチャート
【図２１】前回ターゲット処理サブルーチンのフローチャート
【図２２】停止物連続性判定サブルーチンのフローチャート
【符号の説明】
【００６８】
Ｍ１　　　　物体検知手段
Ｍ２　　　　相対関係算出手段
Ｍ３　　　　相対関係予測手段
Ｍ４　　　　同一性判定手段
Ｍ５　　　　制御対象物体認識手段
Ｍ６　　　　外挿手段
Ｍ７　　　　静止物判定手段
Ｍ８　　　　連続性判定手段
Ｍ９　　　　車両制御手段
ｍ１　　　　基準物体設定手段
ｍ２　　　　第１近接物体判定手段
ｍ３　　　　位置関係算出手段
ｍ４　　　　予測位置設定手段
ｍ５　　　　第２近接物体判定手段
Ｒａ　　　　送信手段
Ｒｂ　　　　受信手段
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